
日 時 令和３年１１月２４日(水）午後２時００分

場 所 本渡南地区コミュニティセンター２階　視聴覚室

天草市国民健康保険事業の運営に関する協議会資料

天 草 市 国 民 健 康 保 険

令和3年度　第２回



(1)

①

  

※

② 減額措置の対象 全世帯の未就学児に係る被保険者均等割額（上記の ＋ ）
（年度途中で国民健康保険の資格を取得した場合は、資格が生じ
た日の属する月から保険税の減額を行う。）

「全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法
律」の公布に伴い、「地方税法」並びに「地方税法施行令」の一部が改正されたこ
とから、所要の改正を行うもの。

未就学児（６歳に達する日以後最初の３月３１日以前である被保険者）に係る被保険
者均等割額について、地方税法施行令に定める基準に従い減額するもの。

1世帯当たり
6,400円

介護納付金分は、40
歳から64歳の加入者
が対象

1世帯当たり
17,900円

国民健康保険税の算定方法

加入者全員の課
税標準所得金額

×8.6％

所得割額

加入者全員の課
税標準所得金額

×2.0％

被保険者
均等割額

加入者の人数
×9,400円

所得割額

加入者の人数
×21,200円

所得割額

加入者全員の課
税標準所得金額

×2.9％

加入者の人数
×7,000円

＋＋

世帯別
平等割額

天草市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（概要）

被保険者
均等割額

被保険者
均等割額

世帯別
平等割額

１　条例改正の理由

２　改正の内容

※課税標準所得金額は、前年の所得金額から基礎控除額（43万円）を差し引いた金額

基礎課税額

（医療給付費分）
後期高齢者

支援金等課税額
介護納付金

課税額

国民健康保険税額
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③

(2)
　

(1)

　

ただし、未就学児に係る被保険者均等割額の減額に関する改正規定及び改正規定に関
わる条項については、令和４年４月１日から施行し、令和４年度以降の年度分の国民
健康保険税について適用する。

３　施行期日

改正後

 法規定の新設にあわせた項の新設及び未就学児に係る被保険者均等割額に関する改正
に伴う規定の整備、その他所要の規定の整備及び明確化を行うもの。

減額した被保険者均等割額については、公費による負担（国１／２、県１／４、市
１／４）となる。

４４４人 ３１６世帯 ４,３５５千円

軽減増加額（影響見込額）対象世帯数（見込）対象者数（見込）

 改正による影響見込（令和３年９月末現在の被保険者データによる見込）

減額割合

公布の日

【未就学児に係る被保険者均等割額の比較】

４　参考

※被保険者均等割額は、基礎課税額と後期高齢者支援金等分課税額の合算額

１１,２８０円

８,４６０円

未就学児１人につき被保険者均等割額（減額対象の場合は、減額後）の１０分の５を
減額する。

現行

7.5割減額

6割減額

8.5割減額

減額賦課の割合 被保険者均等割額 ※

２８,２００円

２２,５６０円

非該当

7割減額

5割減額

2割減額

被保険者均等割額 ※

１４,１００円

４,２３０円

７,０５０円

減額割合

5割減額

１４,１００円
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世帯主 45歳

妻 42歳

10歳 5歳

× 8.6% ＝ 179,740円

× 4人 ＝ 84,800円

＝ 17,900円

①

× 2.9% ＝ 60,610円

× 4人 ＝ 28,000円

＝ 6,400円

②

× 2.0% ＝ 41,800円

× 2人 ＝ 18,800円

③

＝ (Ａ)

2,090,000円 × 8.6% ＝ 179,740円

21,200円 × 3人 ＝ 63,600円

21,200円 × 5/10 × 1人 ＝ 10,600円

17,900円 ＝ 17,900円

271,800円 ④

2,090,000円 × 2.9% ＝ 60,610円

7,000円 × 3人 ＝ 21,000円

7,000円 × 5/10 × 1人 ＝ 3,500円

6,400円 ＝ 6,400円

91,500円 ⑤

2,090,000円 × 2.0% ＝ 41,800円

9,400円 × 2人 ＝ 18,800円

60,600円 ⑥

＝ 423,900円 (B)

（3）改正前と改正後の差額

95,000円

均等割額

平等割額

医療

給付

費分
計（100円未満切捨て）

所得割額

282,400円

軽減割合 非該当295万円

（1）改正前（令和３年度）の税額計算

後期高

齢者支

援金分

所得割額

均等割額

平等割額

計（100円未満切捨て）

介護

納付

金分

所得割額

均等割額

計（100円未満切捨て）

医療

給付

費分

所得割額

均等割額

平等割額

計（100円未満切捨て）

均等割額

（未就学児分）

均等割額

（未就学児分）

2,090,000円

9,400円

後期高

齢者支

援金分

所得割額

均等割額

平等割額

計（100円未満切捨て）

（2）改正後（令和４年度以降）の税額計算

介護

納付

金分

所得割額

均等割額

計（100円未満切捨て） 60,600円

438,000円

未就学児に係る均等割減額措置導入に係る計算例

モデル世帯：40歳代夫婦と子どもの４人世帯（うち未就学児1人）

小学生

14,100円

未就学児１人に係る均等割額14,100円（医療分10,600円、後期支援金分3,500円）が減額となる。

基礎控除（-43万円）後の所得207万円

基礎控除（-43万円）後の所得2万円

  世帯の課税標準所得（基礎控除後の所得） 209万円

未就学

2,090,000円

21,200円

17,900円

2,090,000円

7,000円

6,400円
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天草市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）について 

 

１ 条例改正の理由                            

令和４年１月より産科医療補償制度※ の掛金が１.６万円から１.２万円に引

き下げられるが、出産育児一時金の支給総額は４２万円に維持するための健康

保険法施行令等の一部を改正されたことを踏まえ、所用の改正を行うもの。 
 

『産科医療補償制度※』とは 

分娩に関して重度脳性麻痺となった赤ちゃんと家族の経済的負担を補填する

とともに脳性麻痺発症の原因分析を行い再発防止に役立つ情報を提供する制

度です。 

 

２ 改正の内容                              

①産科医療補償制度の見直し 

令和４年１月１日以降の保険料掛金を現行の１.６万円から１.２万千円とす

ることとされた。 

②出産育児一時金の見直し 

産科医療補償掛金の引き下げに伴い加算額は引き下げとするが、少子化対策と

しての観点から現行の総額と同額の水準になるように本人給付額を引き上げ

ることとされた。 

 

 

 

 

 

 

 ≪改正前≫  ≪改正後≫  

①産科医療補償掛

金 

1.6 万円 ⇒ 1.2 万円 ①は施行規則を改正 

②出産育児一時金 40.4 万円 ⇒ 40.8 万円 ②は条例を改正 

総     額 ４２万円 ⇒ ４２万円  

 

３ 施行期日                               

令和４年１月１日 

出産育児一時金の支給額について、産科医療補償制度掛金の引き下げに伴

い、同制度に加入している分娩機関で分娩する場合に加算する額を引き下げ

るとともに、出産育児一時金の基本額を引き上げることによって、加算後の

支給総額を４２万円に維持するもの。 
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≪参考≫基幹系システム導入スケジュール

（１）歳入予算 単位：千円

款 項 目 節

5.県支出金

1.県負担金・補助金

1.保険給付費等交付金

2.保険給付費等交付金

　(特別交付金)

※特別調整交付金等の歳入は、1～12月までの支出額に対してR３年度中に交付されるもの。

（２）歳出予算 単位：千円

款 項 目 節

1.総務費

1.総務管理費

1.一般管理費

12.委託料

2.国保団体連合会負担金

18.負担金補助及び交付金

単位：千円

市町村国保事務処理標準システム導入対応自
庁システム改修等委託料

12,705 12,705 0

３　標準システム導入にかかるR4年度債務負担行為の内容

市町村国保事務処理標準システム共同利用ク
ラウド導入負担金

11,155 11,155 0

26,345 0 システム改修委託料

事　　項 限度額
財源内訳

(国県支出金)
変更後の額

16,026 0 熊本県国保連合会負担金

合　　　計 42,371 0

変更前の額 変更後の額 内　　容

7,913 0 都道府県繰入金(２号分)

合　　　計 35,585 0

27,672 0 特別調整交付金(市町村向け)

２　標準システム導入にかかるR3年度予算の内容

変更前の額 変更後の額 内　　容

本稼働

システム
更改

 ③新システム
 　ガバメントクラウド 準備作業

 ①現行システム

 ②R3年度計画　市町村
 　事務処理標準システム 　 準備作業 本稼働

熊本県市町村事務処理標準システム導入の見直しについて

１　見直しの理由

　現在、本市の国民健康保険のシステムは、国保業務をはじめ１７の業務を集約した
システム（下表①）を利用しており、令和７年度にはシステムの更改を迎える。
　その中で、国民健康保険については、熊本県国民健康保険運営方針に基づき、市町
村事務処理標準システム（下表②）の令和５年４月本稼働に向けて準備を進めてきま
したが、国の地方行政情報システム標準化の方針（下表③）を受け、短期間のうちに
２回のシステム導入作業（下表②③）を行うことは、事務負担及び運用面から非効率
であること、また導入予定の県内自治体の多くが見送ることから、当初見込まれてい
たスケールメリットがないこと等の理由により導入を見送るもの。

年　度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度
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